
 

 
 

平成 30 年 10 月 10 日 

厚生労働省審査解析室 

 

「6431-05、-051 保育所」部門の推計について 

 

Ⅰ  概念・定義・範囲 

日本標準産業分類の細分類 8531「保育所」の活動を範囲とする。 

 

［平成 23 年表からの変更点］ 

平成 23 年表において「6431-02、-021 社会福祉（国公立）★★」、「6431-03、-031 社会福祉（非営

利）★」及び「6431-04、-041 社会福祉（産業）」にそれぞれ含まれていた保育所を分割し、本部門を

新設 

 

Ⅱ 推計資料 

１）地方財政状況調査（総務省）、２）社会福祉施設等調査（厚生労働省）、３）経済センサス‐

活動調査組替集計（総務省）、４）経済センサス‐活動調査（総務省・経済産業省）、５）歳入歳出

決算事項別明細書（地方公共団体）、６）産業連関構造調査（医療業・社会福祉事業等投入調査）（厚

生労働省）、７）産業連関表（総務省） 

 

Ⅲ 推計方法 

(1) 国内生産額  ２，７１７，２６４百万円 （※初期値） 

① 資料１による保育所の運営費を暦年換算した額 

② 資料１による保育所の運営費に、資料２による保育所に対するへき地保育所及び小規模保育事

業の常勤換算従事者数の比率を乗じ、暦年換算した額 

③ 資料３による保育所の費用総額（運営費）に、資料４により求めた非営利団体による事業収入

額の（全経営組織に占める）構成比を乗じた額 

④ 資料３による保育所の収入額に、資料４により求めた会社や個人等による事業収入額の（全経

営組織に占める）構成比を乗じた額 

⑤ 内閣府推計値による減価償却費 

  ⑥ ①～⑤の合計額を国内生産額とする。 

(2) 投入額 

上記(1)により推計した生産額に、資料３、５及び６により求めた構成比を乗じて大枠を推計し、

資料７を参考に基本分類へ配分する。 ⇒ 別添資料参照 

(3) 産出額 

資料１、３、６及び７を参考に、費用徴収額を家計消費支出へ、残額を経営主体に応じて家計外

消費支出、対家計民間非営利団体消費支出及び地方政府個別的消費支出へ配分する。 
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